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令和元年 その他の提案（B） 

 

〇 関係府省における予算編成過程での検討を求める提案 

 

長野県の単独提案 

No 

提案項目 

【所管府省】 

（根拠法令等） 

概    要 
回答（各府省） 

※一部要約 

１ 

災害救助法に係る

一般基準の見直し 

【内閣府】 

〔災害救助法〕 

【現状】 

災害時の救助の方法及び期間は

国が従うべき基準を定めてお

り、超過する場合は協議が必要

なことから災害時の事務負担増

加につながっている。 

【提案】 

従うべき基準の内、避難所設置

日数（７日間）について、実態に

即した数値に見直す。 

避難所の開設期間については、 

一般的には７日程度で完了するこ

とが通例になっているが、災害の

態様によっては、この期間により

難い場合も考えられることから、

その実情に応じて期間の延長の特

別基準を設定することができるこ

とになっている。 

避難所における開設期間の延長 

について、避難所にいる被災者の

状況を国が何も把握しないことと

なれば、国及び県の非常災害対策

本部等による状況把握すら困難な

ものとなる。 

また、延長のため、特別協議を 

行うこととなるが、各被災市町村

から県を通じて内閣府に対して電

話やメールなどによって行えるよ

うな簡便な方法としており、被災

者の保護や救助といった本来業務

の「足枷」となるような時間を費

やすとは到底考えにくい。 

また、協議結果を応援先都道府 

県や市町村に伝達とあるが、メー

ル又は口頭にて伝達するだけであ

り、これも本来業務の「足枷」と

なるような時間を費やすとは思え

ない。 

上記理由から避難所の開設でき 

る期間の見直しを行うことは困難

と考える。 

 

以上 


